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株式会社　阪急トレーディングサービス
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貸借対照表及び個別注記表貸借対照表及び個別注記表貸借対照表及び個別注記表貸借対照表及び個別注記表
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．資産の評価基準及び評価方法

  たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 　通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

個別法

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によって
おります。

当期純損益金額

当期純利益 918千円

商 品

個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表


